
 
 

消費税の負担と複雑さ 
 

（９月のごあいさつ） 
 
 

 
平成 25 年 9 月 1 日（日） 

 
 稲妻の去り行く空や秋の風、江戸時代の名横綱「稲妻」の辞世の句だったと思いま

す。今年の夏は雨が少なく雷様や稲妻の活躍が少なかったようです。 
 
10％への消費税増税が、間近に迫っている。平成の初め 19 兆円にまで達した法人

税収は現在 9 兆円弱、26 兆円を超えた所得税収は 14 兆円弱と合せて 20 兆円超も減

少している。今回の増税により、当時 6 兆円程度だった消費税収は 20 兆円となり約

14 兆円の増加となる。それは高度成長の終焉と社会負担の増大を見越し、税収の柱

を直接税から間接税へと移行する政策であったようだが、完全にタイミングを誤った

ようである。 
 
簡素な税ということで、3％から始まった消費税は、益々複雑化している。それは

不公平性と計算の複雑化と事業者の負担の増大にある。 
不公平と言われている点は、病院などの社会保険医療などの非課税売上に対する仕

入控除の制限、輸出免税によるトヨタなど輸出大企業の免税売上による数兆円もの仕

入税額の戻り、事業者免税点制度や簡易課税制度などと言われている。だが、保険診

療報酬に消費税分が含まれているという考えもあり、それなら非課税売上に対する仕

入控除の制限は当然とも言える。輸出免税も、世界各国の扱いと同様であり国際競争

力の面からやむを得ないとも言える。事業者免税点制度なども中小企業に対する施策

と考えれば受入れ難いという訳にもいかない。しかし、消費税の性格の不明確性から

来る事業者間の転嫁のやりにくさや事業者の事務負担の増大などは根本的な問題で、

ほとんど改善はされないままに、むしろ増税によりその負担は増加することが予想さ

れる。 
 
加えて消費税の問題は、計算の複雑さと解りにくさにもある。売上の面からいえば、

課税売上、免税売上、非課税売上、特定収入、その他の対価性のない収入などの多す

ぎる区分である。その結果として、それぞれの売上等に対応する仕入の区分、すなわ

ち仕入控除ができる仕入とできない仕入、不課税となる仕入などが生じ、その区分け

と按分計算は、消費税の計算を専門家でも誤るほどの解りにくさである。 
 
このような計算のやりにくさはさけるべきではないだろうか。例えば、取引を簡単

に課税取引と免税取引にのみ区分するようなことができれば、複雑さは大きく改善さ

れる。免税取引には、従来の非課税取引や特定収入なども分類することとする。そし

て、課税取引になる売上・収入に対してはすべてに課税する。改めた免税取引はゼロ

課税である。同時に課税取引となる仕入はすべて仕入控除を行う。例えば、土地の譲

渡や購入はゼロ課税である。そうすればめんどうな按分や区分けは不要となる。そし

て、非課税売上であった社会保険診療や特定収入であった補助金などにおいては、当

然消費税相当額を加味することなく決定できると考えられる。このようにすることに、

どのような問題や矛盾が生じるであろうか。 


